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平成31年2月 19日 

 

各 位 

 

会 社 名 株式会社はるやまホールディングス 

代表者名 代表取締役 

社長執行役員 治山 正史 

（コード番号：7416 東証第1部） 

問合せ先 商品本部 執行役員 山本 剛士 

     （TEL 086－226－7101） 

 

連結子会社の事業譲渡に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 31年 2月 19 日開催の取締役会において、当社 100％子会社の株式会社ＢＡＳＥ（以下「Ｂ

ＡＳＥ」といいます。）が営む衣料品及びその関連洋品の販売事業（以下「本事業」といいます。）を、株式

会社ＢＭホールディングス（本店所在地：岐阜市柳津町流通センター一丁目 14 番地の 1、代表者：代表取

締役 青木 隆幸）（以下「ＢＭホールディングス」といいます。）が新たに設立する子会社に譲渡すること

（以下「本件」といいます。）を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

これに伴いＢＡＳＥは、会社を清算する予定です。 

記 

１. 事業譲渡の理由 

当社連結子会社であるＢＡＳＥ社は、平成 28 年に設立し、衣料品及びその関連洋品を販売してまいり

ました。市場環境が変化するなか、事業の選択と集中の観点から本事業の今後について検討した結果、

カジュアルウェア、ラウンジウェアなどの企画・製造・卸販売を中核事業とする株式会社ブルーメイト

（本店所在地：岐阜市柳津町流通センター一丁目 14 番地の 1、代表者：代表取締役 青木 隆幸）のグ

ループ会社であるＢＭホールディングスが今後設立する子会社へ、事業譲渡をすることを決定しました。 

当社としましては、衣料品及びその関連洋品に着目した新規商材の事業化、グローバル展開の加速化

に経営資源を集中し、事業基盤の強化と収益性の向上を目指しております。 

 

２. 事業譲渡の概要 

(１) 譲渡事業の内容 

ＢＡＳＥ社が営む衣料品及びその関連洋品の販売事業 

 

(２) 事業譲渡子会社の概要 

(1) 名称 株式会社ＢＡＳＥ 

(2) 所在地 東京都品川区西五反田七丁目24番 5号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山本 剛士 

(4) 事業内容 衣料品及びその関連洋品の販売事業 

(5) 資本金 10百万円 

(6) 設立年月日 平成28年7月 5日 

(7) 大株主及び持株比率 株式会社はるやまホールディングス 100％ 

(8) 上場会社と当該会社

との間の関係 

資本関係 当社は、当該会社株式を100％保有しております。 

人的関係 
当社の従業員 4 名が当該会社の役員を兼任してお

ります。 

取引関係 
当社は経営管理に関する業務委託契約を締結し、

経営指導を行っております。 
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(３) 譲渡事業の経営成績（平成30年 3月期） 

 対象事業実績（a） 当社連結実績（b） 比率（a/b） 

売上高 808百万円 57,071百万円 1.4％ 

 

(４) 譲渡資産、負債の項目 

事業譲渡日における棚卸資産等を譲渡する予定ですが、詳細は協議の上確定します。 

 

(５) 譲渡価額及び決済方法 

譲渡価額 本件における譲渡相手先からの申入れにより、譲渡価格は公表を差し控えさせていただ

きます。なお、当該譲渡価額は、第三者が合理的に算定した金額を基に双方協議の上

決定いたします。 

決済方法 銀行振込（予定） 

 

３. 相手先の概要 

(1) 名称 株式会社ＢＭホールディングス 

(2) 所在地 岐阜市柳津町流通センター一丁目14番地の1 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 青木 隆幸 

(4) 事業内容 カジュアルウェア、ラウンジウェアなどの企画・製造・卸販売を行う株

式会社ブルーメイトの持株会社 

(5) 資本金 10百万円 

(6) 設立年月日 平成18年12月26日 

(7) 大株主及び持株比率 青木隆幸（100％） 

(8)上場会社と当該会社の

関係 

 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への当該状況 該当事項はありません。 

   ※但し、譲渡先は、ＢＭホールディングスが新たに設立する新会社となります。 

 

４. 日程 

平成31年2月 19日      当社取締役会 

平成31年2月 19日      ＢＡＳＥ社における臨時株主総会の決議 

平成31年3月上旬（予定）   事業譲渡契約締結日 

平成31年4月 1日（予定）  事業譲渡期日  

 

５. 今後の見通し 

本件の当社連結業績に与える影響につきましては、譲渡金額を確定後、公表すべき事項が生じた場合

には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 

 


